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⑤研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入して下さい。） 

ロードプライシング（RP）は即効性の高い交通需要管理施策であるが、社会的な受容性が低いこと
が実現に向けた最大のハードルとなっている。 
本研究が提案する「駐車デポジット制度（PDS）」は、わが国で実現可能な日本版ロードプライシン

グを目指したものであり、入域賦課金と駐車料金を一体的に運用する仕組みである。具体的には、入域
賦課金の一部を駐車料金やエリア内での買い物代金のデポジットとして活用できるものである。一方
で、デポジット比率の設定によって、混雑緩和効果や社会的受容性が大きく異なるため、本研究ではこ
の最適解を見出すことを目的としている。さらに、将来的には交通エコポイントやパークアンドライド
などの関連交通施策と連携した新しい交通ビジネスモデルの開発をも見据えている。 
なお、本研究では平成20年度に社会実験を実施し実証的な効果検証を行うことも目標としている。



⑥これまでの研究経過 

（研究の進捗状況について、必要に応じて図表等を用いながら、具体的に記入して下さい。） 

１． 受容性に関する海外事例分析 
文献，HP等の調査によって，海外における合意形成の実施手順，及び導入前後の賛成率の変化事例等
を分析し，わが国における合意形成の進め方の知見を得た． 

２． PDSの受容性に関する分析 
(1)市民の受容性分析 
平成18年度に収集した都心来訪者と郊外居住者のRP/PDS意識調査データより，都心来訪者と一般市

民とで賛否特性が異なることがわかった．また，潜在意識変数を考慮した賛否モデルを構築し， PDS
の優位性を検証するとともに，市民の過半数の同意が得られる課金・返金額を把握した． 
(2)事業者の受容分析 
都心地区に立地する駐車場業，小売・飲食店業，企業等を対象とした事業者向けアンケート調査を実
施し（1260票配布，452票回収），事業者の賛否傾向や賛否に係る潜在的心理要因を把握した． 
次いで，事業者の賛否モデルを構築し，受容性の高い課金・返金額を把握した．さらに，市民と事業
者の賛否比較をしたところ，双方の課金･返金額に対する感度は異なるものの，いずれにおいてもPDS
が優位であることが示された． 
３． 交通需要予測とPDS事業性の検討 

名古屋大学が開発した時間帯別・確率的統合均衡モデルを用いて，RPとPDSの交通需要予測を行
ったところ，PDSは通過交通を排除しながら，集客減少を緩和できることがわかった．また，PDSによ
る交通行動変化に関するSPデータより，都心来訪者数を予測し，PDSの事業性を検討した．  
４． 社会実験の準備 

平成20年度のPDS社会実験の実施方法を検討した．また，GPS携帯電話を用いたPDS端末試作機を開発
し，実地での精度検証を行った結果，当該試作機を社会実験機器として活用できると判断した． 
５． 研究会及び連絡会議の開催 
昨年同様，PDS研究会を３回開催した。また、システムや実験方法に関するワーキングを３回開催し
た。さらに、愛知県警，環境省，地元経済団体を含む「PDS連絡会議」を１回開催し，関係機関との意
見交換，及びPDS研究の情報共有化を図った． 

⑦研究成果の発表状況 

（本研究から得られた研究成果について、学術誌等に発表した論文、および国際会議、学会等における発表状況等があれば記入

して下さい。） 
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⑧研究成果の活用方策 

（本研究から得られた研究成果について、その活用方法・手段・今後の展開等を記入して下さい。） 
 
 本研究は，道路課金政策の受容性改善を狙ったPDSの有効性を実証的に検証することを目指しており，
その成果はわが国における合意形成手法に戦略的知見を与えるとともに，交通面での改善効果を検証す
るうえでも極めて有効なものである．また，本年度開発したPDS試作機は，課金政策全般に広く適用でき
るものと考えられる．以下，項目別に詳述する． 
 
①市民と事業者の賛否予測モデルの構築 
  都心来訪者，市民，事業者への３種類のアンケートによって，主体毎の賛否特性を把握することがで
きた．このように大規模で多様な主体を対象としたデータは今までなかったため，わが国での賛否特性
を把握するうえで極めて有効な知見が得られた．また，当該データで構築した賛否予測モデルは，賛成
率の高い課金額/返金額を予測することができるため，合意形成戦略の基本ツールとして活用できる．
 
②評価シミュレーションモデルの開発 
  評価モデルでは，課金政策導入による目的地，滞在時間，移動手段，経路選択等を統合的に予測でき，
自動車交通の改善効果だけでなく，都心空洞化等従来より指摘されてきた課金政策の弊害も含めて総合
的に評価できる．当該評価モデルと上記の賛否モデルを併用することで，受容性と交通現象の双方の改
善点でPDSの有効性を評価することができ，政策立案の有効なツールとなり得る． 
 
③PDS携帯端末の開発 
  PDSの実現化機器として，GPS携帯電話によるPDS端末試作機を開発した．試作機は，エリア進入に伴
う課金，買い物や駐車料金支払いによる返金をセンターサーバーとの連携で実現するものであり，PDS
を簡便に実現できる．本研究では，この試作機を基本とし平成20年度の社会実験を目指す．また，当該
試作機は，PDSだけでなく，課金政策全般への応用も考えられる． 

⑨特記事項 

（本研究から得られた知見、学内外等へのインパクト等、特記すべき事項があれば記入して下さい。また、研究の目的・目標か

らみた、研究成果の見通しや進捗の達成度についての自己評価も記入して下さい。） 

１．本研究から得られた主な知見 
1) 受容性に関する知見 
 ・都心来訪者の課金政策への反対意向は強く，一方で都心に来ない市民では賛成意向が高い．また，反
対意向の強い都心来訪者に対し，PDSは極めて強い受容性緩和効果がある． 

 ・事業者では，業種，事業所への来訪者数，社会貢献理念等企業属性によって，賛否傾向が異なる．特
に，小売店，飲食店，娯楽・サービス業において，PDSの受容性改善効果が大きい． 

 ・都心来訪者，及び小売・飲食・サービス業者では，如何なる課金額のRPであっても過半数の賛成を得
ることは困難だが，PDSであれば市民で700円以下，事業者で500円以下の場合に，50％以上の賛成率
が得られる．  

2) 交通改善効果に関する知見 
 ・従来のRPの場合，クルマ来訪者の削減効果は高いものの，300円課金で都心来訪者が4％，700円課金
では8％減少し，定説通り，RPによる都心空洞化の危険性が高いことが示された． 

・PDSでは，RPと同じ通過交通削減効果が得られ，また全額返金のPDSとした場合では，都心部の交通環
境の改善効果と目的来訪者への料金負担軽減によって，都心来訪者数が1％増加した． 

・一部返金型のPDSでは，RPと全額返金型PDSの中間的な効果が示され，都心来訪の自動車交通を削減し
つつ，都心来訪者数減少といった負の効果が緩和できた． 

3) GPS携帯電話を活用したPDS試作機に関する知見 
 ・実地での精度検証により，当該試作機で進入課金と返金を行うことが可能であることが示された． 
 
以上，本研究はほぼ順調に進捗しており，最終年度の研究を予定通り進めることが可能である． 
 
２．特記事項 
・愛知県警，中部運輸局，環境省，中部経済連合会，名古屋商工会議所等関係機関とは，PDS連絡会議を
通じ，継続的な意見効果を行っており，社会実験に関する関係者への周知化を進めている． 
・特に，中部経済連合会は，PDSへの強い関心を示しており，当会のITS提言書においても，PDSを盛り込
んでおり，また本PDS研究会にも積極的な支援を行っている． 

・愛知県ITS推進協議会より第41回セミナーにおいて，PDSの講演依頼があり，地元も高い関心を示してい
る．また今年度もPDSに関する新聞報道がなされている． 


